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（市会改革推進委員会要求資料） 平成２４年１０月

市会事務局

議員定数の見直しに当たっての考え方について

注１ 平成２０年度以降に議員定数の見直しを行った政令指定都市を対象としています（ただし，市町村合併による見直しを除く。）。

２ 「直近の定数見直し年度」については，定数条例の施行日を基に記載しています。

３ 岡山市の議員定数については，次回の一般選挙から現行条例で定める４６人となります。

都市名 直近の定数見直し年度 変更定数 定数決定の基準となった考え方

仙台市 平成２３年度 ６０→５５ 議会改革の一環として，また，各選挙区における定数のバランス及び議員一人当たりの人口

の他政令市とのバランスを勘案し，議員定数の削減を行ったものであり，平成１７年の国勢調

査結果から算出した配当基数（※）に基づき各選挙区への配当を行い，新定数を決定した。

※配当基数 … 議員定数（総数）とその選挙区の人口とを乗じたものを総人口で除して得た数値

さいたま市 平成２０年度 ６４→６０ ・ 執行部側が行財政改革の中で職員数を５％強削減し，議会としても同程度の定数の削減に

取り組んだ。

・ 他の政令指定都市の平均をとると，議員の割合は，概ね人口２万人に１人であり，その数

を基準とした。

川崎市 平成２３年度 ６３→６０ 平成２２年国勢調査を受けての見直しにおいて，見直し前の６３人から３減の６０人とし，

各選挙区の定数について人口が近い４区をそろえることとした。

横浜市 平成２３年度 ９２→８６ 地方自治法の法定上限からの削減率で，政令市全体の平均値８．７％を上回る１０．４％，

約１割の削減率ということを一つの目処に，さらに，厳しい財政状況のもとで行財政改革を進

めている市の取組状況，市民意識や社会の趨勢，議会の審議能力や住民意思の適正な反映を確

保するとともに，より効率的，効果的な議会運営を行う必要性など，様々な見地から総合的に

検討が行われた。

なお，議員定数の見直しに関しては，横浜市会基本条例の制定に関する調査特別委員会の検

討項目に含まれており，今後さらに検討が行われる予定である。
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都市名 直近の定数見直し年度 変更定数 定数決定の基準となった考え方

浜松市 平成２３年度 ５４→４６ 全ての区（７区）で定員を削減することを前提とし，人口や地域の特性を考慮して各区の削

減数を決定した。

大阪市 平成２３年度 ８９→８６ 平成１７年の国勢調査人口に基づき当時の定数（８９人）を検証すると，いわゆる逆転現象

が多数あり，１票の格差も 1.706 となっていることが明らかとなった。このような実態や，市

の非常に厳しい財政状況を考慮し，総定数を抑制する観点から，定数を３人削減することとし

た。これにより，１票の格差は 1.487 に改善した（当時）。

岡山市 平成２３年度 ５２→４６ ・ 議会の本来的機能を果たす上での議員定数

・ 他の政令市との比較

・ 常任委員会の数やその定数及び偶数，奇数

・ 議員１人当たりの人口に関する視点

・ 議員報酬

・ 全国の地方議会において定数見直しが行われていることなどの社会情勢

福岡市 平成２２年度 ６３→６２ ・ 議員定数については，行財政改革の流れ，市の財政状況，国会や地方議会を含めた全国的

な議員定数の削減傾向，市民感情等を考慮するとともに，市における議会改革を着実に進め

るため，現行の条例定数から１減とした。

・ 各選挙区選出議員数については，各区の人口比例に基づき配分した場合の数との均衡を図

った。


